
滋賀県水産試験場研報 61 (2026) 
 

1 
 

コーホート変化率法による琵琶湖漁業就業者数の 

将来推計値の検証 
 

酒井明久 
 

Validation of projection of the number of fishery workers in Lake Biwa using the cohort change rate method 
 

Akihisa Sakai 
 

キーワード：琵琶湖漁業、就業者数、コーホート変化率法、将来推計 
 
 

将来人口の推計方法であるコーホート変化率法は、

農業、1) 林業、2) および漁業 3-5)などの第一次産業にお

ける就業者数の将来推計にも広く適用されている。琵

琶湖漁業においては、漁業センサスの情報をもとに

2013 年から 2018 年にかけての年齢階級別男性漁業就

業者数のコーホート変化率を求め、2023 年から 2038 年

までの男性漁業就業者数が推計された。6) このとき、各

年齢階級のコーホート変化率が正負に関わらず将来も

その変化率が継続すると仮定したケースと、コーホー

ト変化率が正の場合には就業者増加分を他産業からの

新規参入とみなして、同じ年齢階級の男性人口推計値

との比率分だけ将来も増加すると仮定したケースの二

通りの方法で推計値が算出された。6) 
この度、2023 年に実施された漁業センサスの統計値

が公表された。7) そこで、本報は次の 2 点を主な目的

とした。1 点目は、前報 6) で求めた 2023 年の男性漁業

就業者数の二通りの推計値を漁業センサス統計値と比

較して、推計結果を検証することである。2 点目は、

2023 年漁業センサスの統計値を活用して、2028 年以降

の男性漁業就業者数と漁業経営体数を推計することで

ある。さらに、若者が就職先に求める条件と琵琶湖漁

業が持つ特性との比較から、今後の漁業就業者の確保

対策について考慮すべき点を考察した。 
 

材料および方法 
 
2023 年男性漁業就業者数推計値の評価 2023 年に

実施された漁業センサスから、年間湖上作業日数 30 日

以上の男性自家漁業就業者数（専業+兼業）（以下、男

性漁業就業者数という）を抽出した。なお、この情報に

は年齢階級別の内訳が含まれないため、年齢階級別湖

上作業従事者数を利用した前報 6) と同様の方法により

これを推計し、前報 6) による 2023 年男性漁業就業者数

の二通りの推計値との比較を行った。 
2028 年以降の男性漁業就業者数の将来推計 2018

年 6) と 2023 年の年齢階級別男性漁業就業者数からこ

の 5 年間のコーホート変化率を求め（以下、2018→2023
のコーホート変化率と示す）、前報 6) で採用した二通

りの方法のうち、2023 年の統計値に近い推計値が得ら

れた方法を用いて、2028 年から 2043 年までの男性漁

業就業者数を推計した。その方法は以下のとおり。 
コーホート変化率は、次の(1)式で表される。 
rt-5→t, i = (Nt, i －Nt-5, i-5)／ Nt-5, i-5        ･･･(1) 
ここで、rt-5→t, i 、Nt, i は、それぞれ t 年、i 年齢階級の

コーホート変化率と男性漁業就業者数を示す。ただし、

75 歳以上は 1 つの年齢階級として集計されているため、

コーホート変化率を求める式は(2)式のようになる。 
rt-5→t, i+α= (Nt, i+α－(Nt-5, i-5+ Nt-5, i+α))／(Nt-5, i-5 + Nt-5, i+α)  

･･･(2) 
(1)または(2)のコーホート変化率を用いた漁業就業

者の将来推計値は次の(3)式または(4)式で表される。 
□□t+5, i = (1+ rt-5→t, i)× Nt, i-5                ･･･(3) 
□□t+5, i+α = (1+ rt-5→t, i+α)×(Nt, i-5+ Nt, i+α)     ･･･(4) 
ただし、15~19 歳の年齢階級ではこれに属する漁業

就業者が 5 年前には非漁業者であること、20~24 歳の

年齢階級では 5 年前の 15~19 歳の漁業就業者が極めて

少なくコーホート変化率が不安定であることから、こ

の 2 つの年齢階級については、前報 6) と同様にコーホ
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ート変化率を利用せず、2023 年の漁業就業者数の当期

男性人口推計値との比を用いて、(5)式により将来推計

値を求めた。 
□□t+5, i = □□ t+5, i ×(N2023, i ／ P2023, i)       ･･･(5) 
ここで、Pt, i は t 年、i 年齢階級の男性人口を示す。 
なお、男性人口およびその将来推計値は、国立社会

保障・人口問題研究所が公表している「日本の地域別

将来推計人口」8) から、漁業就業者の居住地がある沿

湖 10 市（大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津

市、守山市、野洲市、高島市、東近江市、米原市）の年

齢階級別男性人口の 2020 年の統計値と 2025 年から

2045 年までの推計値を抽出した。なお、5 年間隔で示

されるこれらの数値は、漁業就業者数の推計年とはず

れているため、5 年間の変化数を間の 4 年間に比例配

分したうえで漁業就業者推計年の男性人口を適用した。 
さらに、コーホート変化率がプラスの場合には、コ

ーホート変化数（Nt, i － Nt-5, i-5）の対前期人口比と同じ

年齢階級の男性人口推計値を用いて、(6)式により将来

推計値を求めた。 
□□t+5, i =Nt, i-5 + □□ t, i-5 ×( Nt, i －Nt-5, i-5) ／Pt-5,i-5 ･･(6) 
2028 年以降の漁業経営体数の将来推計 1983 年か

ら 2023 年まで 9 回分の漁業センサスから、漁業経営

体数（団体経営体+年間湖上作業日数 30 日以上の個人

経営体。個人経営体には専業、第 1 種兼業および第 2
種兼業を含む。）と年間湖上作業日数 30 日以上の自家

漁業就業者数（専業+兼業）のうち男性の統計値を抽

出した。前報 6) により漁業経営体数と男性漁業就業

者数の推移は極めて類似することが明らかにされてい

るため、漁業経営体数を目的変数、男性漁業就業者数

を説明変数とする一次回帰式を求め、この式に男性漁

業就業者数の将来推計値を代入して 2028 年から 2043
年までの漁業経営体数を推計した。 

 
結  果 

 

男性漁業就業者数の 2023 年の推計値と統計値との

比較 2023 年の男性漁業就業者数について、漁業セン

サスによる統計値（合計値）およびその年齢階級別内

訳の推計値と、2013→2018 のコーホート変化率をもと

に前報 6) で求めたこれらの推計値を表 1 に示した。こ

の結果、2023 年の男性漁業就業者数の統計値が 339 人

であったのに対して、ケース 1 とケース 2 の方法によ

る推計値はそれぞれ 362 人（統計値との差 23 人）と

351 人（同 12 人）であった。すなわち、男性漁業就業

者数の推計値は、ケース 2 の方法のほうが統計値に近

い値が得られていた。年齢階級別の内訳を比較すると、

ケース 1 による推計値では 25~29 歳の階級で統計値よ

り 22 人（統計値の 12 倍）多く、他の年齢階級と比べ

て両者の乖離が目立った。ケース 2 による推計値はす

べての年齢階級で統計値との差が 7 人以内に収まった

が、就業者数が少ない若齢層（20~24歳および 25~29歳）

において推計値が統計値の 3 倍以上となり相対的な乖

離が大きかった（表 1）。 
男性漁業就業者数および漁業経営体数の将来推計 

上記の結果を踏まえ、前報 6) におけるケース 2 の方

法（2018→2023 のコーホート変化率が負の場合には

その変化率が将来も継続すると仮定し、正の場合には

就業者増加分を同じ年齢階級の男性人口推計値との比

率分だけ将来も増加すると仮定した方法）によって、

2043 年までの男性漁業就業者数を推計した（表 2）。 
はじめに、2018→2023 のコーホート変化数および

コーホート変化率を年齢階級別にみると、これらの値

が負で、2018 年からの 5 年間に新規参入よりも転

職、引退および死亡などによる減少数が多かったコー

(b-a) (c-a)
15~19歳 0 1 1 1 1
20~24 2 6 4 6 4
25~29 2 24 22 9 7
30~34 6 8 2 8 2
35~39 13 7 -6 7 -6
40~44 15 8 -7 8 -7
45~49 13 13 0 14 1
50~54 16 20 4 22 6
55~59 30 30 0 30 0
60~64 33 38 5 39 6
65~69 47 43 -4 43 -4
70~74 72 71 -1 71 -1
75歳以上 90 93 3 93 3

計 339 362 23 351 12

表1　2023年男性漁業就業者数の統計値と推計値

　　との比較　　　　　　　　　　　　　　　　(人)

*2：2013年から2018年にかけての各年齢階級のコーホート変化

率を、その値が正負に関わらず適用した方法．

*3：2013年から2018年にかけてのコーホート変化率が正の年齢

階級には、同じ年齢階級の男性人口推計値との比率分だけ増加
すると仮定した方法．

酒井
6) による推計値2023漁業

センサス*1
ケース1 *2

ケース2 *3

b c

*1：合計値は漁業センサス統計値、年齢階級別内訳は酒井6)の方

法による推計値．

a
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ホートは、2023 年の 25~29 歳、70~74 歳および 75 歳

以上の階級であった（表 2）。これらのうちコーホー

トの減少数が最も大きかったのは 75 歳以上の階級

（91 人）であったが、変化率の絶対値が最も大きか

ったのは 25~29 歳の階級（－0.667）であった（表

2）。 
男性漁業就業者数の将来推計値は、10 年後の 2033

年には 245 人、20 年後の 2043 年には 210 人と 2023
年の約 6 割に減少すると推計された（表 2、図 1）。 
男性漁業就業者数と漁業経営体数の経年変化は極め

て類似しており（図 1）、1983 年から 2023 年までの両

者の関係は切片を 0 とする次の一次式で表すことがで

きた。 
yu = 0.990 xwor  (n=9、決定係数 = 0.997)・・・(7) 

 

表2　男性漁業就業者数の年齢階級別の将来推計結果

年 計 15～19歳 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75歳以上

男性漁業就業者数統計値

2013 494 0 1 4 8 7 10 21 26 36 86 86 97 112

2018*1 414 1 6 4 8 7 8 16 26 30 45 82 74 107

2023*1 339 0 2 2 6 13 15 13 16 30 33 47 72 90

コーホート変化数　（当期の年齢階級別就業者数-前期の1つ下の年齢階級別就業者数）　　　※15～19歳は前期の就業者数を記入

2013→2018 -80 1 6 3 4 -1 1 6 5 4 9 -4 -12 -102
2018→2023 -75 0 1 -4 2 5 8 5 0 4 3 2 -10 -91

コーホート変化率　（年齢階級別のコーホート変化数÷前期の1つ下の年齢階級別就業者数）

2013→2018 - 3.000 1.000 -0.125 0.143 0.600 0.238 0.154 0.250 -0.047 -0.140 -0.488
2018→2023 1.000 -0.667 0.500 0.625 1.143 0.625 0.000 0.154 0.100 0.044 -0.122 -0.503

コーホート変化数の対前期人口コーホート比　（年齢階級別コーホート変化数÷前期の1つ下の年齢階級別人口）　　※25歳以上のコーホート変化率がプラスの年齢階級のみ

2018?2023 - - - 0.000068 0.000158 0.000223 0.000122 - 0.000110 0.000090 0.000061 - -

沿湖10市年齢階級別男性人口*2

2018 473,764 29,755 30,241 27,989 30,692 35,038 40,369 41,048 35,549 32,656 32,319 35,834 34,078 68,196
2023 476,937 29,368 32,444 29,250 29,913 32,712 36,123 41,185 41,735 36,166 32,718 31,710 34,113 69,500

対当期人口比　（年齢階級別就業者数÷沿湖10市年齢階級別男性人口）　　※15~19歳および20~24歳のみ

2023 0.000000 0.000062

男性漁業就業者数の将来推計

2028 281 0 2 1 4 11 20 19 13 21 33 35 41 81
2033 245 0 2 1 3 9 18 24 19 17 25 35 31 61
2038 224 0 2 1 3 8 16 22 24 23 21 27 31 46
2043 210 0 2 1 3 8 15 20 22 28 26 23 24 38

*1：年齢階級漁業就業者数は、年齢階級別湖上作業従事者数の統計値をもとに酒井6) 
の方法による推定した値．

*2：2018年の年齢階級別男性人口は、国勢調査による2015年と2020年の統計値をもとに、この間の変化率が一定と仮定して推定した値．75歳以上には年齢不詳を含む.

 
図 1 男性漁業就業者数および漁業経営体数の統計値と
将来推計値. 
（資料）漁業センサス 
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図 2 年齢階級別男性漁業就業者数の推移と将来推
計．2023 年までは統計値、2028 年以降は推計値. 
（資料）漁業センサス 
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ここで yuは漁業経営体数、xworは男性漁業就業者数

を示す。 
そこで、(7)式に男性漁業就業者数の将来推計値を代

入して漁業経営体数の将来推計値を求めたところ、10
年後の 2033 年には 243 経営体、20 年後の 2043 年に

は 208 経営体と 2023 年の約 6 割に減少すると推計さ

れた（図 1）。 
男性漁業就業者の年齢構成 2023 年までの年齢階

級別男性漁業就業者数の推移をみると、2003 年以降

には中心的な存在となっている 65 歳以上の階級の就

業者数は、2018 年から 2023 年にかけて大きく減少し

ていた（図 2）。 
2028 年以降の将来推計では、65 歳以上の就業者数

は引き続き大きく減少し、20 年後の 2043 年には 85
人と 2023 年の 4 割になると見込まれた（図 2）。一

方、他の年齢階級の将来推計値は、緩やかな増減はあ

るものの 65 歳以上の階級のような大きな変化はみら

れなかった（図 2）。年齢構成の変化をみると、65 歳

以上の就業者の割合である高齢化率は、2023 年セン

サスでは 61.7％であったが 2043 年には 40.5％に低下

すると見込まれた（図 3）。 
 

考  察 

 

漁業就業者数の将来推計方法 本研究の目的の一つ

は、前報 6) で採用したコーホート変化率法をベース

とした漁業就業者数の将来推計方法の 2 手法、すなわ

ち各年齢階級のコーホート変化率が正負に関わらず将

来もその変化率が継続すると仮定したケース 1 と、コ

ーホート変化率が正の場合には就業者増加分を他産業

からの新規参入とみなして、同じ年齢階級の男性人口

推計値との比率分だけ将来も増加すると仮定したケー

ス 2 のどちらが実用的かを評価することであった。

2023 年の男性漁業就業者数の推計値と公表された統

計値を比較した結果、ケース 2 の方が統計値に近い推

計値であることが明らかとなった。 
両手法の違いはコーホート変化率が正の場合の扱い

である。なお、両手法とも就業者数の少ない若齢層で

は、数人の就業者の増減がコーホート変化率では大き

な変化として現れるため、24 歳以下の階級では将来

推計にコーホート変化率を用いなかった。ケース 1 で

は、25~29 歳の階級でコーホート変化率が 3.0 と高か

ったことに加え、5 年前のこのコーホートの就業者数

が 6 人と 2013 年や 2023 年と比べて多かった（表

2）。これらを(3)式に代入した推計値は統計値の 12 倍

となり、これが全体推計値の統計値との乖離につなが

った（表 1）。同一コーホートの漁業就業者数が増加

する場合には、学生からの新規就業、漁家子弟の後継

者としての着業および他業種からの転職参入などが考

えられる。後継者のいる個人漁業経営体数の割合は 1
割未満で 9 割以上の経営体は後継者が不在であること

を勘案すると（表 3）、30 歳から 69 歳まで 8 階級の就

業者の増加は転職参入が主体と思われる。このような

背景を踏まえると、同一コーホートの漁業就業者が増

える場合の将来推計には、コーホート変化率を用いる

のではなく、コーホート変化数の対前期男性人口比分

だけ増えることを仮定した(6)式を用いた手法のほうが

妥当と考えられる。 
男性漁業就業者数と漁業経営体数の将来推計 男性

漁業就業者数と漁業経営体数の経年変化は極めて類似

しており、2023 年の統計値に対する 20 年後の推計値

はともに約 6 割に減少すると推計された（表 2、図

1）。両者の経年変化の類似は前報 6) でも指摘してい

るが、琵琶湖漁業の漁業経営体では男性漁業就業者が

単独もしくは配偶者とともに営む個人経営体や男性が

主体となって営む団体経営体が大部分を占めるという

ことだろう。男性漁業就業者数の減少は主に 65 歳以

 
図 3 男性漁業就業者数の将来推計値の年齢構成． 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023
2028
2033
2038
2043

15-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65歳以上

 

表3　後継者のいる個人経営体数の割合

年
個人経営体数

(A)
後継者のいる個
人経営体数 (B) B/A (%)

2003 624 42 6.7
2008 527 47 8.9
2013 468 22 4.7
2018 391 34 8.7
2023 318 31 9.7

（資料）漁業センサス
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上の年齢階級によってもたらされており、これまで琵

琶湖漁業を支えてきた高齢漁業者の減少が今後もさら

に進行すると見込まれる（図 2）。一方、他の年齢階

級の就業者数の今後の変化は緩やかであるため、2023
年には 6 割以上に達していた高齢化率（65 歳以上）

が今後は低下していくと考えられる（図 3）。すなわ

ち、漁業就業者が減少する傾向は今後も継続するが、

年齢構成の点からみると、1988 年以降一貫して高齢

化が進行していた局面から、6) 2023 年以降は高齢化が

緩和される新たな局面へ転換したと推測される。 
漁業就業者の確保対策 琵琶湖漁業において後継者

が確保されている漁業経営体は 1 割未満であり（表

3）、漁家世帯が世代交代を重ねて継承されていくこと

は期待できない。これは、少なくともこの 40 年間、

漁業経営体数の減少に歯止めがかからないことからも

読み取れる（図 1）。したがって、漁業就業者を確保

するには漁業外からの新規参入を促進する必要があ

る。このことは全国的に共通した課題であるため、国

および各地の地方自治体の施策として、就業希望者へ

の情報提供（就業支援フェア）や漁業操業や漁村生活

の体験機会の提供（漁業研修）などの新規漁業就業者

対策が実施されている。9) これらを経験した研修生が

個人経営体として着業した場合でも、知識・経験が未

熟なうちには安定した経営が困難であるため、漁船・

漁具のリースや給付金支給など漁業への定着に向けた

支援の拡充が行われている。9) 琵琶湖漁業においても

2016 年から漁業研修制度が運用されており、漁船・

漁具の取得費用の支援や経営スキル向上に対する支援

などにも取組が拡充している。10)  
漁業外から新規参入する対象としては若者への期待

が大きいが、現代の若者（大学生）が就職先に求める

条件には次の 5 点が指摘されている。11) 
① ワークライフバランスの重視 
② やりがいよりも給与が高いことを望む 
③ 全国転勤を好まず地域で安定した生活を志向 
④ 新規性・ベンチャー性より伝統性・安定性を志

向 
⑤ 個人生活の重視と職場での主体性の希薄化 
これらの条件を個人漁業経営体には当てはめたと

き、琵琶湖漁業に優位性はあるのか、順に検討を試み

たい。 
①のワークライフバランスの点からみると、琵琶湖

漁業の労働時間は不規則にならざるを得ず、私生活も

これに左右される。例えば、小型定置網漁業（えり

漁）や沖びき網漁業は早朝から操業されるが、アユを

対象とした刺網漁業（小糸網漁）は夜間に操業され、

季節的にこれらを組み合わせて操業する漁業者もい

る。当然、出漁できるかどうかは天候にも左右され、

湖上での操業以外にも漁具の仕立てや補修などの作業

も必要である。ただし、自営漁業者であるなら自身の

体調や都合にあわせて労働時間を調整する裁量はある

だろう。 
②の給与（収入）の点についてみると、現状では厳

しいといわざるを得ない。一般的に、知識・経験およ

び技術の習得が未熟な新規就業者が、漁業から生活に

十分な収入を得ることは難しい。2023 年漁業センサ

スによると、7) 琵琶湖漁業における漁獲物販売規模別

の個人漁業経営体数は、年間 500 万円以上が約 1 割で

あり、8 割近くは年間 300 万円未満であった（図 4）。
一方、2023 年の民間事業所の平均給与は、男性では

全年齢平均で 569 万円、若者についてみると 20~24 歳

では 279 万円、25~29 歳では 429 万円であることか

ら、12) 収入の点からみると琵琶湖漁業は厳しい状況と

いえる。したがって、新規就業者の経営や生活に対す

る支援は重要である。このための補助金や融資制度が

用意されていることから、13) 新規就業者のニーズに

沿った活用が期待される。 
③の地域で安定した生活を志向する点については、

琵琶湖漁業は優位な条件をもつ可能性がある。琵琶湖

で漁業を営むには、原則、琵琶湖沿岸の漁業協同組合

（以下、組合という）に所属することが求められる。

正組合員として組合に所属するには定款に定める地区

 

図 4 漁獲物の販売規模別個人漁業経営体数（2023年）． 
（資料）漁業センサス 

12%
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に住所を有することが必要である。この住所要件を満

たしていれば、転居せずに漁業への着業を検討するこ

とができる（ただし、正組合員には漁業従事日数が定

款に定める基準を上回る必要がある）。労働力として

20 歳*から 65 歳の男性人口を想定したとき、琵琶湖

に面した 10 市には約 30 万人が居住しており、これは

滋賀県全体の 79％に及ぶ（2020 年国勢調査）。組合の

定款地区はこの 10 市の区域に含まれるため、琵琶湖

の近くに多くの労働力の対象となる人が居住している

といえる。この点は漁業従事者の確保にとって有利な

外部環境と考えられる。一方、組合の定款地区以外に

居住している就業希望者は、正組合員になるには地区

への移住が必要である。各市では住まいの確保をはじ

め様々な移住支援施策が行われているため、これらの

情報が入手しやすい仕組みがあるとよいだろう。 
 ④の伝統性・安定性を志向する点は、企業への就職

をイメージした職業観であるが、琵琶湖漁業は不利な

条件といわざるを得ない。企業からの給与収入と比

べ、自営漁業の所得は不安定である。漁獲対象は天然

の水産資源であるため漁獲量の季節的または経年的な

変動は避けられない。所得は魚価や燃油代など操業経

費の変動にも左右される。台風などの災害で漁具や漁

船が被害を受けることもある。このような漁業収入の

不安定さを緩和する共済制度 14) が用意されているた

め、この普及が望まれる。 
⑤の個人生活の重視と職場での主体性の希薄化につ

いて、佐野 11) によれば、私生活を大切にする傍ら仕

事では集団に依存して安心感を求める若者の志向を示

すという。私生活の重視については、上述した①ワー

クライフバランスの重視と共通する志向として整理で

きるだろう。集団への依存志向について考えてみる

と、漁業者が組合に所属したとしても、組合は組合員

のために指導、利用、販売および購買などの事業を行

う相互扶助組織であるから、漁業経営は自ら主体的に

行わなくてはならない。組合に所属することで漁業者

は利便性や安心感を得られると思われるが、若者の集

団への依存志向を満足させるものではないだろう。 
以上のように、若者が就職先に求める条件を琵琶湖

漁業に当てはめてみると、現状では優位な点は限られ

ており、労働時間の不規則さや収入の不安定さなど、

自営漁業として避けられない不利な特性（弱み）があ

る。したがって、新規就業者の獲得のためには、これ

らの弱みを踏まえても琵琶湖漁業に魅力を感じる人に

焦点を当てた対策を講じなければならない。そのため

にも、琵琶湖と共生する農林水産業「琵琶湖システ

ム」として世界農業遺産に認定された強みを活かし

て、琵琶湖漁業の魅力発信を積極的に行うことが必要

である。さらに、研修制度などの新規就業者対策をニ

ーズに応じて整備拡充させることや、9) 研修を経て着

業した就業者の体験談を共有すること 15) なども就業

希望者への訴求につながるだろう。 
その上で、琵琶湖漁業の弱みを克服するための取組

を進める必要がある。収入の不安定さに対する取組と

しては、新規就業者に対する経営・生活への支援や共

済制度の利用普及について上記で指摘した。これらに

加えて、個人経営体が共同で漁業や水産物の加工・販

売を行う「協業化」または「法人化」がもたらす効果

についても検討する余地があるだろう。沿岸漁業にお

いては、小型底びき網漁業を営む漁業者が協業体を設

立し、水産物加工施設の整備や商品の配送作業を共同

化することによって、所得向上や新規就業者への技術

継承にも効果をもたらしたことが報告されている。16) 
事業の協業化や法人化を目指すかどうかは漁業者の判

断によるが、それらの導入による効果は漁業種類や事

業領域（例えば、漁業操業、漁獲物の出荷、加工、販

売までの一連作業のどの部分を協業化・法人化の対象

とするか）によっても異なるため、17) 種々のモデル

ケースをもとに検討し、漁業者に判断材料を示すこと

が求められる。 
これまで琵琶湖漁業を支えてきた 65 歳以上の高齢

漁業者は、今後、大きく減少することが見込まれた

（図 2, 3）。これは、高齢漁業者に期待されてきた新

規就業者に対する技術継承や生活面への総合的な支援

という役割 18) の担い手が減少することを意味する。

したがって、新規就業者確保の点からも前報 6) で指

摘した高齢漁業者の就業継続対策を講じることも必要

だろう。 
 

摘  要 
 

1. コーホート変化率法による漁業就業者数の将来推

計には、各年齢階級のコーホート変化率が正負に

関わらず将来もその変化率が継続すると仮定する

よりも、コーホート変化率が正の場合には就業者

増加分を他産業からの新規参入とみなして、同じ

年齢階級の男性人口推計値との比率分だけ将来も

* 労働力人口の調査は、一般的には 15 歳以上を対象とするが、滋賀県の高等学校進学率は 99%以上を占めるため（滋

賀県ホームページ）、本稿では 20 歳以上を労働力人口とみなした。 
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増加すると仮定したほうが、統計値に近い推計値

を得られることがわかった。 
2. 男性漁業就業者数と漁業経営体数は、2023 年の

統計値に対して 20 年後にはともに約 6 割に減少

すると推計された。 
3. 男性漁業就業者のうち、65 歳以上の高齢漁業者

は今後大きく減少するが、これより若い年齢階級

の変化は緩やかと見込まれた。このため、これま

で一貫して進行してきた漁業就業者の高齢化は、

2023 年以降は緩和される方向に転換したと推測

された。 
4. 若者が就職先に求める条件に対して、琵琶湖漁業

がもつ優位性は限られる一方、避けられない不利

な特性（労働時間の不規則さや収入の不安定さ等）

があると考えられた。新規就業者の獲得のために

は、これらの特性を踏まえても琵琶湖漁業に魅力

を感じる人に焦点を当てた対策を講じる必要があ

る。 
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